
農林水産部 

１ 農林水産  

(1) 農林水産業の現状と対応 

近年の農林水産業を取り巻く状況は、自然災害の発生、担い手の減少や高齢化、資材等の高

騰といった生産環境の変化に加え、貿易自由化の潮流や外国為替の変動といった周辺環境の変

化も農林水産物の価格等に大きく影響を及ぼすことから、厳しく不安定なものとなっています。 

このような中、農業については、本市の農業の目指すべき姿とその実現方法を具体的に

示した「第４次佐賀市農業振興基本計画」を策定し展開します。 

この計画では、①「稼ぐ農業の確立」、②「担い手の確保・育成」、③「農地の保全と

利用促進」、④「地域内循環の促進」、⑤「農のあるまちづくりの推進」の５つの基本目

標を設定しており、これを推進していくことで農家の農業所得の向上と農業経営の安定化

を図り、消費者の農業への理解を深めながら持続可能な農業、農村の振興を図ります。  

林業については、「第２次佐賀市森林・林業再生計画」を策定し、持続可能な森林・林

業の確立を目指しています。 

本市の森林面積の約 8 割はスギやヒノキであり、その多くが伐採適齢期（木材生産時

期）を迎えています。このような中、作業の効率化、低コスト化に向けた高性能林業機械

の導入、木材を流通・加工するための体制を強化するなど、林業の活性化に取り組んでい

ます。また、林業従事者の支援とともに、人材の育成・確保を図ります。 

水産業については、有明海でのノリ養殖業が中心であり漁業生産額のほとんどを占めて

いますが、漁業者は近年の漁場環境の変化、漁船や乾燥機など施設の大型化等に対応する

ため、生産コストが増加しており、経営の安定化が求められています｡ 

今後は、「佐賀のり」ブランドを生かしたＰＲ事業の充実、共同利用施設の有効活用な

どの取り組みを推進し水産業の振興を図ります。 

○ 農家の概要 

耕 地 面 積 
総面積（ha） 10,454 

2020年農林業センサス 
うち田（ha） 10,060 

 農 家 戸 数 （戸）  2,662 

 

2020年農林業センサス 

年農林業センサス  

(2) 農業振興地域整備計画 １－４ 

この計画は、農業上の土地の用途区分を定める農用地利用計画と、地域の農業振興方策

を明らかにした各種計画で構成されており、農業生産の基礎となる優良農地を明確化して

確保・保全するとともに、農業振興のための各種施策を計画的かつ集中的に実施していま

す。 

今後も農業以外の土地利用との調整を図りながら、農業生産の基盤となる農用地を十分

に確保する必要があります。  
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○ 利用区分面積の状況(令和 5 年 12 月 31 日現在)          （単位：ｈａ） 
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22,127 10,039 647 60 10,746 75 14 63 22 1,513 12,433 9,694 

 

(3)  経営所得安定対策等の推進 １－４ 

麦・大豆等を生産する農業者に対して、諸外国との生産条件の格差から生ずる不利を補

正する畑作物の直接支払交付金や、米穀・麦・大豆等を生産する農業者に対して、収入の

減少が経営に及ぼす影響を緩和する収入減少影響緩和交付金、及び水田を活用し麦・大豆

等の生産や地域の特色を活かした魅力的な産地づくりを支援する水田活用の直接支払交付

金等に係る事務を行うことで、農業経営の安定を図ります。  

○ 主食用米以外の作付目標と実績 

年

度 

水田面積 

(ha) 

主食用米以外の作付状況等 

目標面積(ha) 目標率(％) 実施面積(ha) 達成率(％) 

4 

本 庁 3,491.97 1,188.92 34.05 1,444.59 121.50 

諸 富 支 所 518.05 

 

202.77 39.14 209.61 103.37 

大 和 支 所 636.76 

 

213.23 33.49 259.58 121.74 

富 士 支 所 729.75 234.26 32.10 265.38 113.28 

三 瀬 支 所 241.87 89.71 37.09 112.45 125.35 

川 副 支 所 2,382.97 1,003.82 42.12 1,131.53 112.72 

東与賀支所 951.18 356.55 37.49 362.94 101.79 

久保田支所 778.21 286.34 36.79 516.02 180.21 

計 9,730.76 3,575.60 36.75 4,302.10 120.32 

5 

本 庁 3,479.89  1,178.98 33.88  1,468.98  124.60  

諸 富 支 所 518.31  201.45 38.87  205.25  101.89  

大 和 支 所 626.42  202.76 32.37  258.26  127.37  

富 士 支 所 730.44  242.72 33.23  278.82  114.87  

三 瀬 支 所 241.36  92.73 38.42  113.20  122.07  

川 副 支 所 2,373.91  995.04 41.92  1,131.79  113.74  

東与賀支所 955.84  330.96 34.63  367.37  111.00  

久保田支所 779.12  284.45 36.51  416.13  146.29  

計 9,705.29 3,529.09 36.36  4,239.80  120.14  

 

(4) 佐賀段階 米・麦・大豆競争力強化対策事業 １－４ 

革新技術の導入及び高品質・安定生産の取組、並びに中山間地域における機械の共同利

用を推進するとともに、より安全・安心な米・麦・大豆の生産を拡大するなど、消費者に

魅力のある売れる米・麦･大豆づくりを推進します。  
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○ 低コスト・高品質化条件整備事業（県・市補助） 

効率的な生産体制の確立に必要な農業用機械や施設の整備に対し、助成を行っています。 

～令和 5 年度実績～ 

件 数 事業費(円) 補助金額（円） 
内    訳 

県費 市費 

1 6,388,800 2,279,000 1,753,000 526,000 

○ 農業経営収入保険制度加入支援事業（コロナ・物価高騰等対策） 

 ほとんどの農産物を対象に、自然災害をはじめ農業者等の経営努力では避けられない収

入減少リスクに備え、農業者等の経営安定を目的に、農業経営収入保険制度に新たに加入

する農業者等に対して、保険料の一部を補助することで当該制度への加入を支援していま

す。 

～令和 5 年度実績～ 

件数 事業費（円） 補助金額（円） 

38 4,222,826 2,628,000 

 ○ 肥料価格高騰対策支援事業（コロナ・物価高騰等対策）     

世界的な穀物需要の増加やエネルギー価格の上昇に加え、ロシアによるウクライナ侵略

等の影響により、化学肥料原料の国際価格が大幅に上昇し、肥料価格が急騰していること

から、国県が行う肥料価格高騰対策事業に係る市の上乗せ補助を実施し、肥料コスト上昇

分の一部を支援しています。 

～令和 4 年 11 月から令和 5 年 5 月に購入した春肥料に対する支援～ 

件数 支援金（円） 

内訳 
市事務費

（円） 
国負担

（円） 
県負担（円） 市費（円） 

2,116 145,278,350 101,773,424 39,144,217 4,360,709 31,020 

 

(5) 園芸振興 １－４ 

本市の園芸農業は、山間地から平坦部まで変化に富んだ地形を活用し、野菜、果樹、 

花き等において様々な品目に取り組んでいます。 

平坦部は、土地利用型農業の複合経営策としての取り組みが主であり、アスパラガス、

いちご、きゅうり、トマト、なす等の施設野菜やたまねぎなどの露地野菜、中山間地域で

は、温州みかんや中晩柑などの高品質の果樹、北部の山間地では冷涼な気候を活かした、

ほうれんそう、パセリ、ピーマンなどの多彩な高冷地野菜の産地が形成されています。 

施設園芸においては、施設の長寿命化や省力化・低コスト化等が進む一方で、資材価格

の高騰や高齢化による農業従事者の減少が進んでいる厳しい状況となっています。 

今後は、安全・安心な作物を求める消費者のニーズや市場の求める安定的な生産に対応

した園芸産地づくりを行うとともに、担い手の育成を図っていく必要があります。 

このため、国・県・市の補助事業による機械・施設整備等の推進による生産振興、野菜

価格安定のための基金助成、各作物部会の組織・活動の支援等により、園芸農家の所得向

上と、競争力があり収益性の高い園芸産地づくりを図っていきます。 
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○ 主要園芸作物販売額（令和 5 年度作付面積に基づく農業産出額推計） 

野菜、果樹、花き 

 品  目 販売額（千円）  品  目 販売額（千円） 

1 いちご 2,772,131 8 ほうれんそう  327,262 

2 温州みかん 1,374,904 9 花き（キク）  308,695 

3 アスパラガス  1,353,049 10 デコポン 258,545 

4 きゅうり 913,920 11 花き（バラ）  183,954 

5 なす 772,004 12 小ねぎ 138,992 

6 

 

トマト 712,320 13 れんこん 122,325 

7 たまねぎ 490,212 14 パセリ 100,742 

 

【事業内容】 

① さが園芸生産８８８億円推進事業（県・市補助） 

園芸農業を農業所得の確保・向上のけん引役として確立し、魅力ある産業として持続的に

発展させていくため、園芸農業に取り組む農業者が行う、収量・品質の向上や経営規模の拡

大、経営コストの削減など、農業所得の確保・向上ができる園芸農業の確立に必要な施設・

機械等の整備に要する経費に対し、助成を行っています。 

～令和 5 年度実績～ 

件 数 事業費(円) 補助金額（円） 
内    訳 

県費 市費 

30 233,348,642 126,168,000 103,288,000 22,880,000 

② 農業生産資材廃棄物適正処理事業 

農業生産資材の廃棄に係る農家の負担軽減と環境に負荷を与えない農業の推進の一環と

して、農業生産資材廃棄物適正処理推進協議会が実施する農家から排出される廃棄ビニー

ルなど農業生産資材廃棄物の集団回収処理に要する経費に対し、助成を行っています。 

～令和 5 年度実績～ 

回収量(ｔ) 事業費(円) 補助金額(円) 

218.7 9,535,723 1,527,000 

③ 施設園芸導入推進事業 

野菜、花き及び果樹等の園芸特産物の生産を振興し、農家所得の向上を図るため、市内

の農業者が小規模な園芸施設用ハウス等の設置に要する経費に対し、助成を行っています。 

～令和 5 年度実績～ 

事業主体数 事業費(円) 補助金額(円) 

3 14,132,413 1,387,000 

④ 園芸特産物集団化育成事業 

園芸特産物の安定的な生産拡大及び農業者の生産技術向上を図るため、農業者等で組織

する団体が行う経営改善のための研修、販売促進活動等に要する経費に対し、助成を行っ

ています。 

 

-323-



～令和 5 年度実績～ 

200,000 円 補助事業者：佐賀県農業協同組合中部地区（佐賀市）園芸特産振興協議会 

⑤ 中山間地域園芸産地活性化モデル支援事業（繰越明許） 

 神埼市が県の補助事業により佐賀県農業協同組合が運営する脊振・三瀬地区ピーマン選

果機の更新費用の補助を行うにあたり、神埼市に対して、ピーマンの作付面積の割合に応

じた負担金を支出し、ピーマンの振興を図っていきます。 

<参考>各市の負担割合 

 

 

 

 

 

⑥ 施設園芸燃油価格高騰対策支援事業（コロナ・物価高騰等対策）（繰越明許） 

燃油価格高騰の影響を受け、経営が悪化している施設園芸農家の経営の安定を図るため、

燃料費の価格高騰分の一部に対し、助成を行っています。 

件数 補助金額（円） 対象期間 

241 10,204,115 
令和 5 年 1 月分～令和 5 年 3 月分 

（数量対応支援）（繰越明許） 

232 16,670,000 
令和 5 年 10 月分～令和 6 年 3 月分 

（定額支援） 

 

(6) 匠な特産物開発事業 １－４ 

収益性のある新たな農産物の導入及び産地化に向け、試験栽培に要する経費に対し、助

成を行っています。  

～令和 5 年度実績～ 

件 数 事業費（円） 補助金額（円） 

7 1,055,254 595,675 

 

(7) 麦・大豆生産技術向上事業 １－４ 

輸入依存度の高い麦・大豆について、国産麦・大豆の生産性向上のための団地化の推進

や新たな営農技術の導入、生産拡大に向けた機械導入などを支援することにより、国内に

おける麦・大豆の生産基盤を強化し、安定供給体制の構築を推進します。  

 

○令和 5 年度 営農技術の導入支援実績  

件数 事業費（円）  補助金（円）  

7 11,839,000 11,839,000 

○令和 5 年度 機械導入支援実績  

件数 事業費（円）  補助金（円）  

8 138,353,830 68,431,000 

 

産地 農家戸数 作付面積(a) 負担割合(％) 負担金(円) 

佐賀市 7 137 40 2,316,000 

神埼市 15 212 60 3,474,000 

合計 22 349 100 5,790,000 
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○ 麦・大豆機械導入対策事業（産地生産基盤パワーアップ事業）  

国産麦・大豆の生産拡大に必要な機械の導入に対し、助成を行っています。  

～令和 5 年度実績～  

件数 事業費（円）  補助金（円）  

8 114,407,389 56,128,000 

 

(8) 地域農政対策事業の推進 １－４ 

農業経営基盤強化促進法に基づき、農業経営改善計画及び青年等就農計画の審査・認定

を行い、地域農業の担い手となる認定農業者や認定新規就農者を確保し、地域農業の振興

を図るとともに、農用地の確保により、有効利用と農業の担い手育成を図っていきます。  

○ 認定農業者及び認定新規就農者数  

区分 令和 5 年度末 

認定農業者 888 人 

認定新規就農者  49 人 

 

(9) 農用地利用集積の推進 １－４ 

土地利用型農業における農業の経営基盤の確立を図るため、利用権設定等促進事業を積

極的に推進し、農用地の利用集積を図ります。 

○ 農用地利用集積計画の実績（令和 5 年度公告分） 

年 度 利用権等設定

数 

面 積 設定期間（面積内訳） 

令和 5 年度 1,473 件 964.7ha 

 6 年未満 689.9ha 10 年以上   202.8ha 

10 年未満  33.0ha 所有権移転    39.0ha 

利用権移転    - ha 

 

(10) 農地中間管理機構事業受託事業 １－４ 

農業経営の規模拡大、農用地の集約、新規参入促進等による農用地利用の効率化・高度

化を図り、耕作放棄地の発生防止とともに、農業の生産性向上を図ります。 

 

(11) 機構集積協力金交付事業 １－４ 

農地中間管理機構を通じて担い手への農地集積・集約化に協力する者に対して、機構集

積協力金を交付しています。 

 

(12) 地域計画策定事業 １－４ 

農業経営基盤強化促進法に基づく、地域農業の将来の在り方を地区ごとに定める地域計

画の策定に向け、意向調査や、協議等で利用する地図や資料の作成を行っています。 

 

(13) 中山間地域等直接支払推進事業 １－４ 

中山間地域での耕作放棄の発生を防止し、農地が持つ多面的機能を維持していくために

集落協定を締結した集落に対し、助成を行っています。 
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～令和 5 年度実績～ 

集落数 協定面積（㎡) 事業費（円) 補助金額（円） 
内  訳 

国・県費 市費 

64 11,529,504 222,399,590 222,399,590 166,529,581 55,870,009 

 

(14) 畜産振興 １－４ 

佐賀市の畜産業は、農業との複合経営の中で、小頭数を飼養する者が多くを占めていま

す。また、飼料の高騰などの厳しい経営情勢のなか、飼養者の高齢化・後継者不足、環境

問題及び近年の国内での豚熱や鳥インフルエンザ等の家畜伝染性疾病の発生等により、

年々農家戸数、飼養頭羽数とも減少傾向にあります。 

このような状況のなか、畜産農家の経営安定と安全・安心な家畜畜産物の生産の推進を

図っていきます。 

【事業内容】 

○ 佐賀市における家畜の飼養状況（令和 6 年 2 月 1 日現在） 

 乳用牛 
肉用牛 

（和牛） 
豚 

養鶏 

（採卵） 

養鶏 

（肉用） 
馬 

畜産農家戸数 5 戸 22 戸 7 戸  24 戸 6 戸 9 戸 

頭 羽 数 80 頭 1,200 頭 14,932 頭 63,682 羽 252,910 羽 146 頭 

① 家畜防疫対策事業 

安全・安心な畜産物の生産を推進するため、佐賀市家畜畜産物衛生指導協会において、

家畜伝染病の予防及び家畜衛生に関する技術指導事業を行っています。 

＜主な事業＞ 

ア 予防接種事業 

イ 消毒薬配布事業 

ウ 家畜排泄物処理に関する指導 

エ 家畜衛生に関する研修会及び講習会の実施など 

② 死亡獣畜処理対策事業（県・市補助） 

畜産環境の保全を図るため、畜産農家が死亡獣畜を処理場まで搬送した経費に対し、助

成を行っています。 

～令和 5 年度実績～ 

件 数 事業費（円） 補助金額（円） 

59 885,000 590,000 

③ 畜産振興事業 

  仔牛の品質向上による畜産経営の安定を図るため、佐賀県農業協同組合が優良な種雌牛

を導入し畜産農家に貸し付ける事業や、畜産農家による優良な種雌牛の導入に要する経費

に対し、助成を行っています。 

   ～令和 5 年度実績～ 

頭 数 事業費（円） 補助金額（円） 

7 5,034,000 1,523,999 
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④ 佐賀市産飼料増産総合対策事業 

   自給飼料の生産コスト低減による畜産経営の安定を図るため、畜産業を営む農業者団

体が自給飼料の生産・利用拡大に必要な機械の整備に要する経費に対し、助成を行って

います。 

   ～令和 5 年度実績～ 

件数 内容 事業量（台） 総事業費（円） 補助金額（円） 

1 ロールベーラー 1 4,400,000 1,906,000 

⑤ 配合飼料価格高騰対策支援事業 

   世界的な穀物価格の上昇等により、輸入穀物を原料とする配合飼料の価格が高騰した

ことに伴い、経営が悪化している畜産経営体の営農意欲の維持と経営の安定を図るため、

配合飼料価格安定制度に加入している市内畜産経営体に対して、生産者が負担する積立

金に助成を行っています。 

～令和 5 年度実績～ 

経営体数（戸） 補助単価 契約数量（トン） 補助金額（円） 

27 300 円/トン 21,925 6,577,500 

 ⑥ 飼料価格高騰対策支援事業 

   世界的な穀物価格の上昇等により、輸入穀物を原料とする配合飼料の価格が高騰した

ことに伴い、経営が悪化している畜産経営体の営農意欲の維持と経営の安定を図るため、

配合飼料価格安定制度に加入していない市内畜産経営体に対して、購入した配合飼料、

単味飼料の経費に助成を行っています。 

～令和 5 年度実績～ 

経営体数（戸） 補助単価 購入数量（トン） 補助金額（円） 

4 4,200 円/トン 96 403,200 

 ⑦ 粗飼料価格高騰対策支援事業 

   世界的な穀物価格の上昇等により、輸入に依存している粗飼料の価格が高騰したこと

に伴い、経営が悪化している酪農経営体の営農意欲の維持と経営の安定を図るため、市

内の酪農経営体に対して、粗飼料の価格高騰分に助成を行っています。 

～令和 5 年度実績～ 

経営体数（戸） 補助単価 頭数（頭） 補助金額（円） 

6 10,000 円/頭 95 950,000 

 

(15) 特産物協議会支援事業 １－４ 

佐賀市産農産物の消費拡大と地産地消の推進を図るため、佐賀市特産物振興協議会が行

う農産物ＰＲや販売促進活動に要する経費に対し、助成を行っています。  

①  市内外での販売促進活動  

大都市圏の百貨店でのＰＲ活動や、さが桜マラソン２０２４おもてなし会場でのいちご

さん・ミニトマトの振る舞いによるＰＲ活動などを実施しています。  

② ファーム・マイレージ運動  

市内の直売所、スーパーなどの協力店において、安全・安心な市産農産物に目印となる
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「うまさがマーク」シールを貼って販売し、消費拡大を図っています。  

ア 協力店 41 店舗（令和 5 年度末現在） 

イ シール発行枚数 1,778,619 枚（令和 5 年度） 

③  さがん農業サポーター登録制度  

消費者に農業のファンになってもらい、農業を支える意識を高めてもらうため、サポー

ター登録者への情報発信や農業に関するイベントを実施しています。  

ア 登録者数 6,665 人（令和 5 年度末現在） 

イ サポーター体験・販売イベント 5 回（令和 5 年度） 

④  情報発信 

   ケーブルテレビスポットＣＭや佐賀駅構内デジタルサイネージ、ＳＮＳなどを活用して

佐賀市農産物の魅力や佐賀市における地産地消を推進する取り組みなどの情報を発信し

ています。 

 

 (16) 直売所・加工所連絡協議会支援事業 １－４ 

消費者の食の安全に対する意識が高まるなか、新鮮で安心な生産者の顔が見える地元産

の農産物を販売する農産物直売所が注目されています。 

消費者のニーズに即した農産物等を提供し、地産地消を推進するため、佐賀市農産物直

売所・加工所連絡協議会が行う事業や研修、ＰＲ活動に要する経費に対し、助成を行って

います。 

①   佐賀市農産物直売所・加工所連絡協議会 

直売所 6 組織、加工所 4 組織（令和 5 年度末現在） 

②   活動内容（令和 5 年度実績） 

ア ＰＲ活動（スランプラリー企画） 1 回 

イ 研修会の実施 2 回 

ウ 消費者交流事業（ふるさと自慢教室） 2 回 

エ 農産物販売イベント出店 1 回 

 

(17) 佐賀市大和町松梅地区活性化施設 １－４ 

佐賀市大和町松梅地区活性化施設（「道の駅」大和そよかぜ館）は、中山間地域である

松梅地区を中心として生産された農産物の直売や消費者交流イベントの開催、地域住民の

研修、観光情報の提供等を通して、地域の活性化に寄与しています。  

【施設の概要】  

①  本館（木造平屋建）621 ㎡ 

研修室、調理実習室、展示・多目的ホール、屋内トイレ、事務室 

②  付属施設 

駐車場、屋外トイレ、搬入棟、オートキャンプ場（8 区画）、炊飯棟 

 

(18) 6 次産業化・農商工連携推進事業 １－４ 

経営多角化による所得向上のため、生産者、実需者である商工業者及び支援団体から収

集した情報をもとに、農産物等の販路拡大や新たな商品化に向けた取組に対して支援を行

っています。 
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また、農林漁業者が行う自らの生産物等を活用した加工品開発や販売等の 6 次産業化に

取り組む際に必要な経費に対し、助成を行っています。  

さらに、6 次産品認定制度『いいモノさがし』で認定された加工品を市内外に広くＰＲ

しています。 

①   はじめてみよう！佐賀市 6 次産業化支援事業費補助金（令和 5 年度実績）  

件 数 事業費（円） 補助金額（円） 

4 2,180,150 1,026,000 

②   6次産品認定制度『いいモノさがし』 2事業者、2商品を新規認定（令和5年度） 

  『いいモノさがし』認定状況 14 事業者、37 商品（令和 5 年度末現在） 

 

 (19) トレーニングファーム整備推進事業 １－４ 

富士町に定住し、地域農業の担い手となる意欲ある新規就農者を確保・育成するため、

研修から就農までを地域農業者や関係機関が一体的にサポートする体制整備に要する経費

に対し、助成を行っています。 

○ 研修概要 

場  所 佐賀市富士町大字藤瀬 

作  物 ホウレンソウ 

受入人数 毎年 2 組 4 名（原則、夫婦又は親族） 

期  間 2 年間（1 年目：全体研修 16a、2 年目：模擬経営、各組 23a） 

施  設 
研修用ハウス：19 棟 62ａ（新設 10 棟 24ａ、補修 9 棟 38ａ） 

研修室・車庫・機械倉庫：85 ㎡、堆肥置き場：14 ㎡ 

備 品 等 軽トラック(2)、トラクター、播種機(2)、管理機、土壌消毒機ほか 

   ～令和 5 年度実績～ 

   令和 5 年度末現在、2 人が研修中、研修修了者 12 人が富士町内で就農。 

 

(20) 新規就農者育成総合対策時事業 １－４ 

① 経営発展支援事業 

独立・自営就農の要件を満たした認定新規就農者に対して、就農後の経営発展のために

必要な機械・施設等の導入に要する経費の助成を行っています。 

～令和 5 年度実績～ 

対象者

（人） 
事業費（円） 補助金（円） 

内訳 

国費（円） 県費（円）  

７ 19,990,114 14,607,000 9,738,000 4,869,000 

② 経営開始資金 

独立・自営就農の要件を満たした認定新規就農者に対して、経営が不安定な就農直後の 

所得を確保するため、一人当たり年間最大１５０万円（最長３年間）の資金を交付してい

ます。（農業次世代人材投資事業（経営開始型）の後継制度） 
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～令和 5 年度実績～ 

区 分 補助金（円） 

10/10 国庫負担 交付対象者 13 人 13,500,000 

 
うち夫婦 3 組 4,500,000 

 

(21)  担い手・農地総合対策等推進事業 １－４ 

 ・農業次世代人材投資事業（経営開始型） 

独立・自営就農の要件を満たした認定新規就農者に対して、経営が不安定な就農直後

の所得を確保するため、一人当たり年間最大１５０万円（最長５年間）の資金を交付し

ています。 

～令和 5 年度実績～ 

区 分 補助金（円） 

10/10 国庫負担 交付対象者 20 人 21,613,682 

 
うち夫婦 4 組 4,598,427 

 

(22)  担い手育成・確保事業 １－４ 

認定農業者等による新技術の導入に必要な農業用機械の購入経費や、次世代を担う農

業者等が、研修会へ参加する経費や農業体験等を開催するために必要な経費に対して、

助成を行っています。 

また、スマート農業の普及啓発を図るため、認定農業者等によるスマート農業機器の

導入に要する経費の助成や、研修会の開催（２回、１３５名参加）、水管理システム、

自動操舵システムの実証実験やロボット草刈り機の実演会を実施しています。 

～令和 5 年度実績～ 

補助金交付先 補助金(円) 事業の内訳（円） 

佐賀市担い手育成総

合支援協議会（佐賀

県農業協同組合、佐

賀市中央農業協同組

合、佐賀県、佐賀市

農業委員会、佐賀市

で構成） 

13,286,042 

新技術・新規作物導入推進事業 2,455,000 

（補助件数：14 件） 

次世代農業者育成支援事業   3,720,621 

（補助件数：149 件） 

スマート農業推進事業     6,911,095 

（補助件数：21 件） 

協議会事務費          199,326 

 

 (23) ニューファーマー総合支援事業 １－４ 

 ・親元就農支援給付金 

富士町又は三瀬村に住所を有し、当該区域内で農業経営をしている担い手農業者の後継

者として親元就農する者に対し、一人当たり年間６０万円（最長２年間）の給付金を交付

しています。 
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～令和 5 年度実績～ 

給付対象者（人） 給付金（円） 

5 3,000,000 

 

(24) 経営継承・発展支援事業 １－４ 

認定農業者等である先代農家から経営を継承した後継者に対して、その経営を発展させ

る取組に必要な機械購入等に要する経費の助成を行っています。 

～令和 5 年度実績～ 

対象者 

（人） 
事業費(円) 補助金(円) 

内訳 

国費（円） 市費（円） 

3 4,162,274 2,900,885 1,450,442 1,450,443 

 

(25) 有機農業普及啓発事業 １－４ 

有機農業の理解を促進するため、年間を通して圃場実習を行う農業研修や親子向けの体

験学校を実施しています。また、有機農業の普及・拡大を図るため、有機農業の実践者が

必要な有機ＪＡＳ認定料や出荷資材の作成などの経費等に対し、助成を行っています。 

・有機農業研修・体験学校（令和 5 年度実績）  

 登録者数 開催回数 会場 

農業研修 
夏野菜コース 7 人 20 回 

巨勢町修理田の圃場 冬野菜コース 16 人 19 回 

体験学校 86 人 6 回 

・有機農業普及啓発事業費補助金（令和5年度実績）  

件 数 事業費（円） 補助金額（円） 

5 897,589 336,000 

 

(26) 農山漁村交流支援事業 １－４ 

消費者の農業に触れる機会をつくり、農業への理解を促進するため、食と農を題材にし

た消費者体験ツアーを実施しています。また、農林漁業体験の実践者（団体）の活動を活

発化させ、都市と農山漁村の交流を促進するため、農林漁業者が行う自主的な体験交流活

動の経費に対し、助成を行っています。  

・「食」と「農」の体験交流モデル事業（令和 5 年度実績） 

地 区 開催回数 のべ参加者数 

北部エリア 8 回 168 人 

南部エリア 1 回 66 人 

・ 農山漁村交流支援事業費補助金（※令和 5 年度実績） 

件 数 事業費（円） 補助金（円） 

2 594,719 575,000 

 

(27) 体験農園・市民農園 １－４ 

農業と触れ合う機会を提供することにより、農業に対する理解の促進や都市住民との交流
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を促進するため、佐賀市三瀬体験農園や街なか体験農園の運営、農家等が運営する市民農園

の広報支援を行っています。 

・体験農園・市民農園（令和 5 年度実績） 

 
運 営 

主体 

年間開園日数 

・開催回数 

・回数 

開設数等 

使用料等 備 考 

三瀬体験農園 佐賀市 69 日 5,230 円/年 登録者 14 人 

街なか体験 

農園 

夏野菜コース 
佐賀市 

6 回 3,000 円/半年 登録者 73 人 

冬野菜コース 6 回 3,000 円/半年 登録者 61 人 

市民農園 農家等 
開設数 

14 箇所 

4,500 円～ 

10,000 円/年 

農園利用方

式等 

 

 (28) クリーク公園 １－４ 

佐賀平野特有のクリークが姿を消しつつある中、クリークの持つ特性を後世に伝え、ク

リークと水田の織り成す四季折々の田園風景を保全・創出し、農村の原風景を再現した

「農業公園」を平成 12 年４月に開園しました。 

園内管理棟には、農産加工厨房、研修室、談話室等、また、園内には貸ボートや、とん

ぼの遊具施設を設けています。 

～令和 5 年度実績～  

年間来場者数 36,929 人  

○公園の概要 

［公園面積］ 6.15ha 

［管 理 棟］ 四季のめぐみ館（延床面積 630 ㎡） 

［開館時間］  9：30～17：00 

［休 館 日］  月曜日、祝祭日の翌日、年末年始（12 月 29 日から１月３日まで） 

［所 在 地］  〒849-0913 佐賀市兵庫町大字渕 4413 番地 

       TEL・FAX 36-9039 

 

(29) 富士地区地域ブランドの強化と販路拡大支援事業 １－４ 

   富士地区の農家等が組織する団体が行う特産品の商品化及びブランド化並びに販路拡大

等の活動経費に対し、助成を行っています。  

・富士地区地域ブランドの強化と販路拡大支援事業費補助金（※令和 5 年度実績なし） 

 

(30) 三瀬地区地域ブランドの強化と販路拡大支援事業 １－４ 

   三瀬村活性化会議が行う地域農産物等を使った加工品の研究開発及びブランド化並びに

販路拡大等の活動経費に対し、助成を行っています。  

・三瀬地区特産品開発事業費補助金（令和 5 年度実績） 

件 数 補助金額（円） 

1 2,600,000 
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(31) 鳥獣被害防止対策事業 １－４ 

近年、イノシシやアライグマ等の獣類及びカラスやカモ等の鳥類による農作物被害が深

刻化しています。鳥獣被害は農業者の経済的損失のみならず、営農意欲の減退、耕作放棄

地の増加にもつながるおそれがあることから、佐賀県農業協同組合や猟友会など関係機関

と組織する佐賀北部地域有害鳥獣広域駆除対策協議会や佐賀市鳥獣害対策協議会が実施す

る鳥獣の駆除や地域による自衛活動を支援し、農作物被害の軽減を図っています。 

  ○有害鳥獣駆除実績（令和 5 年度実績） 

種別 種類 駆除数 

獣類 

（単位：頭） 

イノシシ 1,410 

アライグマ 223 

合計 1,633 

鳥類 

（単位：羽） 

カラス 532 

カモ 755 

その他 112 

合計 1,399 

 

(32) 地域おこし協力隊事業 １－４ 

三瀬地域における定住促進と農業の活性化を図るため、地域おこし協力隊員１人を配置

し、地域活性化の拠点である三瀬村地場産品振興部会が運営する直売所の支援等を行って

います。 

  〇隊員の活動内容 

   ・三瀬村の農産物直売所の運営支援 

・農業と観光を一体化した事業展開の検討 

   ・農村集落内組織の活動支援 

 

(33) 森林保全と林業の振興 １－５ 

森林は、木材を生産するだけでなく、水資源のかん養、国土の保全、保健休養や地球温

暖化の防止など多くの公益的機能を有しており、市民生活を行う上で貴重な「みどりの資

源」として、市民すべての財産となっています。 

しかし、過疎化、高齢化による後継者の不足等に伴い、維持管理が適切に行われない森

林が増加し、森林の持つ公益的機能が低下しており、市民生活に影響を及ぼすことが懸念

されています。 

このような状況の下、平成 31 年 4 月から「森林経営管理制度」が始まり、森林所有者の

意向を確認して、市が管理を受託し、森林の整備を行うことができるようになりました。   

「森林整備」と、人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や普及啓発等の「森林整備の

促進」に充てる財源として、令和元年度から森林環境譲与税が譲与されています。 

また、市の森林・林業を再生するため、令和 5 年に「第 2 次佐賀市森林・林業再生計

画」を策定し、市民、事業者、行政等が一体となって各種事業に取り組んでいます。この

計画において、多くの公益的機能を有している森林の価値を見つめ直し、森林施業の効率

化やスマート林業の推進を図ることにより、森林経営の改善を推進します。 

○ 佐賀市所有形態別森林面積表（R5 佐賀県森林・林業統計要覧）     単位：ha 
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区 分 国有林 

民     有     林 

合 計 
市有林 県営林 

森林整備
センター  

私有林 計 

面 積 3,120 1,848 256 556 11,879 14,539 17,659 

 

① 林業団体支援事業  

林業振興の発展のため設立された団体の支援を行っています。  

～令和 5 年度実績～ 

団体数 事業費（円） 補助金額（円） 

6 845,209 670,000 

② 後継者対策事業  

  担い手の育成を図るため、林業振興活動及び林業事業体における雇用促進策に対し助成

を行っています。また、担い手の確保を図るため、林業就業体験を実施しています。  

ア 森林整備担い手育成事業  

～令和 5 年度実績～ 

団体数 事業費（円） 補助金額（円） 

2 10,550,279 6,110,799 

イ 林業就業体験 

～令和 5 度実績～ 

   参加者数：2 名 

③ 森林資源活用支援推進事業  

  木育に関する事業及び木質資源の利活用に関する事業を実施する団体を支援しています。  

   ～令和 5 年度実績～  

団体数 補助金額（円） 

1 500,000 

④ 民有林森林整備事業  

  林業の振興・促進及び森林の有する公益的機能の高度発揮のため、森林組合等の事業主

体で実施される森林整備等に要する経費の一部を助成しています。  

 ～令和 5 年度実績～ 

間伐 

（ha） 

作業道開設 

（ｍ） 

下刈 

（ha） 

枝打ち 

（ha） 

人工造林 

（ha） 

補助金額 

（円） 

76.25 18,648 46.72 0.81 7.03 16,741,830 

⑤ 森林浴セラピー事業  

  森林内の遊歩道を活用した森林浴を市民に体験してもらい、地域の活性化を図るため、

森林浴体感ツアーを実施しています。  

 ～令和 5 年度実績～ 

開催数 参加者数 

3 68 
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⑥ 地域おこし協力隊事業  

  都市部の人材を招致してその定着を図るとともに、森林・林業に活力を与え、山間地域

の活性化につながる林業振興活動を行う地域おこし協力隊員を任用しています。  

⑦ 間伐等森林整備促進対策事業  

  低コストで効率的な木材の生産・供給を推進するため、高性能林業機械の導入を支援し

ています。 

～令和 5 年度実績～ 

団体数 事業費（円） 補助金額（円） 

1 31,900,000 26,100,000 

⑧ 林業燃油価格高騰対策支援事業  

  燃油価格の高騰に伴い、経営を圧迫されている林業事業体等に対し、林業経営の継続及

び安定を図ることを目的に、森林施業で使用する燃料費の一部を支援しています。  

～令和 5 年度実績～ 

支援対象者 補助金額（円） 

7 691,441 

 ※  価格高騰対策前 7 中 5 平均価格と補助対象期間平均価格の差額の 1/2（12.1 円 /ℓ） 

を支援 

⑨ ふるさとの森林づくり事業  

  荒廃した森林又はその恐れのある森林を伐採整備することで、適切な森林管理を図って

います。 

 ～令和 5 年度実績～ 

除伐 

（ha） 

竹林伐採 

（ha） 

植栽 

（ha） 

2.16 2.23 1.12 

⑩ 森林経営管理事業  

  森林経営管理法（森林経営管理制度）に基づき、森林の経営管理について森林所有者へ

意向調査を行い、市が管理を受託して森林整備を行っています。また、林業の担い手の確

保・育成、市産材利用の促進や普及啓発等を行っています。  

ア 意向調査 

 ～令和 5 年度実績～ 

地区森林面積（ha） 調査森林面積（ha） 調査人数（人）  調査地区 

1921.43 583.39 367 

富士町古湯  

富士町畑瀬  

富士町上熊川  

富士町内野  

富士町下熊川 
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イ 森林整備 

 ～令和 5 年度実績～ 

事業名 伐採面積（ha） 事業内容  

受託私有林整備事業  1.37 
市が経営管理を受託した私有林の森林整備

（切捨間伐）  

里山林整備事業  1.00 
民家裏の危険な木の伐採（除伐）  

ウ 担い手の確保・育成  

ⅰ自伐林家育成研修  

    林業の担い手を育成するため、自伐型林業に関する基礎知識や技術を身につける研

修会を実施しています。  

 ～令和 5 年度実績～ 

ⅱ自伐林家等育成・確保のための助成  

～令和 5 年度実績～ 

ⅲ林業経営体への担い手育成・確保のための助成 

～令和 5 年度実績～ 

  エ 市産材利用の促進や普及啓発  

   森林・林業の現状や森林整備の必要性を周知するため、林業経営体の業務内容を紹介

コース 受講者数（人）  研修内容 

初級編 7 
安全講習、チェーンソーを使った伐倒技術の基礎

及び伐倒・造材における伐採の応用など  

中・上級編 8 
林業機械を使った集材・搬出・運搬及び重機を使

った既存作業道の修復など  

補助金名 件数 補助金額（円）  補助内容  

自伐林家林業研修資格取得事

業費補助金 
4 69,000 

安全講習や技能講習の受講及

び資格取得に要する経費  

素材生産拡大推進事業費補助

金  
3 130,000 

林業機械のレンタル経費  

自伐型林業協議会助成金  1 300,000 
自伐林家等で組織する団体が

行う活動経費  

補助金名 件数 補助金額（円）  補助内容  

スマート林業推進事業費補助

金  
3 1,574,000 

ＩＣＴ技術等、スマート林業

を促進する機器等の導入経費  

林業経営体経営効率化支援事

業費補助金 
4 3,149,000 

人材育成や高性能林業機械等

のリースなどに要する経費  

林業経営体人材確保事業補助

金  
3 3,318,151 

林業経営体が負担する森林整

備を担う人材の福利厚生費用  
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する動画を作成し、ＣＡＴＶで放送しています。  

⑪ 林道維持管理事業  

  既存林道を、安全にかつ安心して通行できるよう林道の補修等維持管理を行っています。  

林 道 

開    設 舗    装 

路線数 延長（ｍ） 延長（ｍ） 舗装率（％） 

91 193,446 171,150 88.47 

⑫ 林道橋りょう改修事業  

  既設林道橋を、安全にかつ安心して通行できるように、橋梁の点検・補修を行っていま

す。 

 ～令和 5 年度実績～ 

林 道 橋 

橋数（L≧４ｍ） 点検に基づき補修した橋数  

49 1 

⑬ 山村強靭化林道整備事業（林道桟敷野口線）  

  近年毎年のように起こる豪雨、台風災害が激甚化・頻発化する中、持続的な森林経営の

実現のため、また公共用道路が災害時に通行不能な場合など、被災者を早急に安全な場所

へと導く迂回路として、さらに緊急車両による輸送が円滑に実施できるよう森林基盤の強

化を図っています。  

⑭ 市有林造林事業  

  市有林における間伐、下刈等、適期の森林整備を実施することにより、市有財産管理の

適正化とともに、森林の持つ水源かん養・国土保全など、多面的・公益的機能の確保、向

上を図ります。 

 ～令和５年度実績～  

間伐 

（ha） 

作業道開設 

（ｍ） 

下刈 

（ha） 

人工造林 

（ha） 

8.87 1,795 14.87 6.21 

 

(34) 水産業振興 １－６ 

① 佐賀市の水産業の特徴  

佐賀市は、有明海でのノリ養殖が盛んで、日本有数の産地である佐賀県の中で最も主要

な産地となっています。 

有明海は、ほぼ陸地に囲まれた“閉鎖的な内海”です。そこに、多良岳から流れでる塩

田川、天山から六角川、背振山から嘉瀬川、遠く阿蘇山や九重山からは筑後川、矢部川な

どの大きな川が、栄養豊かな水と土砂を運んでくれるため、有明海はとても豊かな海とな

っています。 

また、有明海は干満の差が大きいことで有名です。佐賀市の漁場は、湾の一番奥に位置

するため、その有明海の中でも最も大きな潮の満ち引きがあります。この潮の満ち引きが

川の真水と海の塩水をノリ養殖に適した濃度に調整したり、養分や酸素を供給してくれま

す。 

さらに、有明海の潮の満ち引きは、沖合い 5ｋｍに及ぶ広大な干潟をもたらしてくれま
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す。そこは有名なムツゴロウやワラスボなどの有明海独特の生きものの“宝庫”となって

います。 

佐賀市のノリ養殖は、この干潟に支柱を建ててノリ網を固定し、一日に 2 回干出させる

ことによって“佐賀海苔”独特のうまみと柔らかさをつくり出しています。このように、

恵まれた漁場で生産された佐賀海苔は、令和 5 年度の生産枚数が 9.9 億枚（うち、佐賀市

は 7.5 億枚）、生産金額が 223 億円（うち、佐賀市は 178 億円）と国内でもトップクラス

のシェアを誇っています。 

② 佐賀市の漁港 

ア 戸ヶ里・寺井津漁港（第 2 種漁港） 

陸揚量    29,190.1ｔ 

陸揚金額   11,086 百万円 

登録漁船隻数（令和 4 年港勢調査） 

   3ｔ未満 314 隻 

   3～5ｔ  274 隻 

   5～10ｔ  12 隻 

   10～20ｔ   2 隻 

  

戸ヶ里・寺井津漁港

①早津江川地区 ②筑後川地区

戸ヶ里 早津江 大詫間 三軒屋寺井津

 

漁港の所在     佐賀県佐賀市川副町大字犬井道字戸ヶ里 

               川副町大字早津江 

                             川副町大字大詫間字海路端 

               諸富町大字寺井津字搦 

川副町大字大詫間字三軒屋 

漁港の指定  昭和 27 年 5 月 28 日（農林省告示第 230 号） 

漁港管理者の指定 昭和 30 年 9 月 7 日（佐賀県告示第 406 号） 

関係漁協  佐賀県有明海漁協諸富町支所、早津江支所、大詫間支所、 

           南川副支所 

※令和 4 年 5 月 17 日佐賀県告示第 109 号 戸ヶ里漁港の名称及び区域の変更 

○ 主な施設 

護 岸         78ｍ 道 路       6,569ｍ 

物揚場        4,094ｍ 船揚場        237ｍ 

桟 橋        2,450ｍ 漁船保管施設用地  18,800 ㎡ 

橋 梁         28ｍ  
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イ 広江漁港（第 1 種漁港） 

陸揚量   11,358.3ｔ 

陸揚金額  4,351 百万円 

登録漁船隻数（令和 4 年港勢調査） 

  3ｔ未満  148 隻 

  3～5ｔ  136 隻 

  5～10ｔ    3 隻 

広江漁港

川副町側 東与賀町側

 

漁港の所在  佐賀県佐賀市川副町大字小々森字広江 

   東与賀町大字下古賀字年徳搦 

漁港の指定  昭和 27 年 5 月 28 日（農林省告示第 230 号） 

漁港管理者の指定 昭和 32 年 5 月 27 日（佐賀県告示第 205 号） 

関係漁協  佐賀県有明海漁協広江支所、東与賀町支所 

○ 主な施設 

物揚場     1,643ｍ 道 路      2,345ｍ 

桟 橋      565ｍ 加工場用地    33,344 ㎡ 

船揚場      100ｍ 橋 梁       30ｍ 

航 路     6,400ｍ  

ウ 佐嘉漁港（第 1 種漁港） 

陸揚量  2,117.3ｔ 

陸揚金額 1,173 百万円 

登録漁船隻数（令和 4 年港勢調査） 

  3ｔ未満  56 隻 

   3～5ｔ  47 隻 

漁港の所在  佐賀県佐賀市西与賀町大字相応津（本港） 

    嘉瀬町大字十五（分港） 

漁港の指定  昭和 48 年 5 月 16 日（農林省告示第 1022 号） 

漁港管理者の指定 昭和 48 年 6 月 15 日（佐賀県告示第 293 号） 

関係漁協  佐賀県有明海漁協佐賀市支所 

○ 主な施設 

護 岸   561ｍ 道 路   383ｍ 

物揚場   905ｍ 航 路   291ｍ 

エ 福所江漁港（第 1 種漁港） 

陸揚量  1,931.4ｔ（久保田町分） 
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陸揚金額 609 百万円（久保田町分） 

登録漁船隻数（令和 4 年港勢調査） 

  3ｔ未満  39 隻（久保田町分） 

   3～5ｔ  29 隻（久保田町分） 

漁港の所在  佐賀県佐賀市久保田町大字江戸 

    小城市芦刈町大字下古賀 

漁港の指定  昭和 53 年 12 月 6 日（農林省告示第 555 号） 

漁港管理者の指定 昭和 54 年 2 月 21 日（佐賀県告示第 327 号） 

関係漁協  佐賀県有明海漁協久保田町支所、（芦刈支所） 

○ 主な施設（久保田町分） 

物揚場   35ｍ 桟 橋   158ｍ 

船揚場   30ｍ  

③ 市内の漁協 

                 （令和 4 年港勢調査） 

支所名 正組合員数 漁家数 経営体数 

諸 富 町 92 48 48 

 早 津 江 49 28 28 

大 詫 間 133 79 79 

南 川 副 230 143 132 

広  江 111 57 

 

57 

東 与 賀 町 114 75 75 

佐 賀 市 58 53 44 

久 保 田 町 27 35 28 

計 814 518 491 

④ ノリ養殖の協業化 

協業化とは、各漁家で行っていたノリ養殖の作業を複数の漁家がグループになり、共同

で行うことです。協業化により各漁家にかかる経済的負担の軽減、労働時間の短縮が可能

です。 

たとえば、漁場での作業をグループで行えば、漁家ごとに必要な漁船もグループで数隻

を所有、維持、管理すればよくなりますし、加工、製造にかかる機械類も共同で購入、利

用（ノリ共同加工場を整備）することでコストの削減と規模の拡大による生産性の向上が

図られます。 

また、従来繁忙期には各漁家が連続して行っていた漁場での作業（種付けや展開、摘

採）と陸上での作業（加工、製造）を分担して行うことで、労働時間の短縮につながると

ともに、これまで以上に品質管理を徹底できるようになり、良質なノリの安定生産が可能

となります。 
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○ ノリ協業化状況（令和 5 年 9 月末現在） 

支所名 

協業化施設 

整備数(ライン) 

行使者数 

（経営体） 

Ａ 

協業漁家数 

（経営体） 

Ｂ 

協業化率 

Ｂ／Ａ 

（％） 

諸 富 町 9 

 

 

47 33 70.2 

早 津 江 5 

 

24 14 58.3 

大 詫 間 3 61 8 13.1 

南 川 副 27 116 76 65.5 

 広 江 11 55 41 74.5 

 東 与 賀 町 16 64 52 81.3 

佐 賀 市 10 30 29 96.7 

久 保 田 町 6 18 17 

 

 

94.4 

計 87 

 

415 270 65.1 
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２ 土地改良事業 

(1) かんがい排水事業 １－４ 

① 国営筑後川下流土地改良事業 

本地区は有明海に面した全国有数の農業地帯で、佐賀・福岡の両平野にまたがる水田農業

地帯と山麓に広がる果樹園地帯からなる。 

筑後川及び嘉瀬川等からの導水による大規模な用排水系統の再編成、淡水取水の切替え、

用水不足の解消を図るとともに、地盤沈下の防止等に寄与し、併せてほ場整備事業等により

農業基盤を整備し、農業の近代化、農業経営の安定化を図る。  

ア 関係市町村 佐賀・福岡の 20 市町村 

   （佐賀県：佐賀市外 6 市 6 町 福岡県：久留米市外 7 市 1 町） 

イ 受益面積 40,899 ha 

ウ 主要工事計画 幹線水路：236 km  排水施設：20 か所 

エ 事業の経過 

昭和 51 年度 市町村特別申請事業として着工 

昭和 54 年度 第 1 回計画変更 事業の促進を図るため、一般型、特別型（白石）及び

   水資源開発公団事業の 3 事業に分割。 

昭和 60 年度 一層の事業促進を図るため、一般型事業のうち未着手となっていた徳永

   線、諸富線の 2 路線について部分特別型事業を導入。 

平成 6 年度 部分特別型事業の完了 

平成 7 年度 第 2 回計画変更 受益面積、事業費等を見直し 

平成 8 年度 筑後川から通水開始 翌 9 年度、水資源開発公団事業の完了 

平成 16 年度 第 3 回計画変更 第 2 回計画変更以降の受益面積の減少、用水系統や施

設計画の見直し、軟弱地盤対策や工法変更等による総事業費の増加など   

から、事業計画の変更が行われた。 

オ 総事業費 1,875 億円 

カ 工  期 平成 23 年度まで（筑後大堰掛かりは H19 に完了） 

キ 主な工事 

○ 公団営、部分特別型 

区 分 事業主体 名 称 事業費 工 期 進捗 

基
幹
施
設 

公 団 

水公団 筑 後 大 堰 13 億 7,000 万円 S48～S59 

完了 

水公団 佐賀東部導水路 466 億 3,800 万円 S54～H 9 

末
端
施
設 

公 団 水公団 大 詫 間 幹 線 110 億  700 万円 S54～H 9 完了 

部 分 

特 別 
農水省 

諸 富 線 37 億 5,400 万円 

S60～H 6 完了 

徳 永 線 86 億 1,600 万円 
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○ 一般型（事業主体＝農水省） 

基
幹
施
設 

名 称 工 期 備   考 

佐賀東部導水路 ～H19 
総事業費 17 億 1,500 万円 

※ 淡水取水施設の撤去工事の追加 

佐 賀 西 部 導 水 路 ～H23 平成 23 年度完成 

 

末 

端 

施 

設 

名  称 進捗率(％) 備   考 

三 田 川 線 100.0 

平成 19 年度完成 

千 代 田 線 100.0 

南 里 線 100.0 

諸 富 線 100.0 

徳 永 線 100.0 

城 原 金 立 線 100.0 平成 21 年度完成 

徳永線排水機場 100.0 平成 16 年度から稼動 

佐賀西部高域線 81.9 令和 7 年度完成予定 

② 国営筑後川下流土地改良事業・佐賀西部地域（嘉瀬川右岸上流地区）（事業主体＝農水省） 

 名 称 工 期 備 考 

基幹施設 佐賀西部導水路 ～H23 総事業費 300 億円 

末端施設 佐賀西部高域線 ～R7 予定 総事業費  20 億円 

佐賀市（旧大和町）・小城市・多久市を跨ぐ、佐賀西部地区で川上頭首工を取水とした農

業用導水路を国営で平成 30 年度に造成完了し、末端施設を県営かんがい排水事業で実施。 

 

(2) ほ場整備事業 １－４ 

かつて、佐賀平野の農地等の区画は狭小不整形で、道路、小河川の幅員も狭く屈曲し、その

うえクリークは用排水兼用で貯水位が高く、農地の汎用性を妨げており、農業近代化への阻害

要因となっていた。 

このため、農業近代化に必要なほ場条件の整備をはかり、省力化、多目的土地利用（農地の

汎用化）、農業経営の近代化（協業経営、委託耕作等）、集団化（生産団地）等を目的として、

農道の整備、大型機械導入が可能な大区画ほ場（30a 以上）による乾田化、用排水分離の水管

理の合理化等ほ場整備条件の整備を実施した。 

また、基盤整備の目的は、地域農業生産の向上のため、担い手を育成し効率的で安定した農

業経営体を組織し、農業構造の改善と確立を目的とする。 
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事 業 地 区 整地面積（ha） 工 期 完了公告年度 事 業 名 

蓮 池 152.8 S49～S59 H9 ①一般型 

久 保 泉 東 部 188.6 S60～H11 H16 ①一般型 

久 保 泉 西 部 133.1 S60～H11 H16 ①一般型 

久 保 泉 南 部 57.3 H3～H15 H16 ①一般型 

江 頭 36.7 H4～H8 H13 ①一般型 

南 川 副 南 部 339.1 S60～H11 H13 ①一般型 

南 川 副 西 部 174.3 S61～H8 H10 ①一般型 

南 川 副 東 部 153.3 S62～H11 H13 ①一般型 

大 詫 間 427.9 S44～S53 S54 ①一般型 

諸 富 534.0 S49～H11 H12 ①一般型 

東 与 賀 552.1 S41～S47 S50 ①一般型 

久 保 田 西 459.7 S45～S55 S57 ①一般型 

久 保 田 509.9 S45～S55 S57 ①一般型 

金 立 南 部 156.9 H1～H15 H17 ②担い手育成型 

金 立 北 部 90.9 H3～H12 H17 ②担い手育成型 

金 立 東 部 126.2 H9～H17 H20 ②担い手育成型 

鍋 島 73.1 H8～H15 H16 ②担い手育成型 

兵 庫 北 部 104.4 H9～H16 H19 ②担い手育成型 

兵 庫 東 部 70.1 H14～H18 H20 ②担い手育成型 

川 上 南 部 １ 204.6 S54～H5 H12 ②担い手育成型 

川 上 南 部 ２ 221.8 S54～H4 H12 ②担い手育成型 

嘉 瀬 492.2 S55～H11 H13 ③干拓地等農地整備 

城 西 第 １ 244.2 S57～H9 H14 ③干拓地等農地整備 

城 西 第 ２ 247.7 S58～H9 H13 ③干拓地等農地整備 

北 川 副 240.1 S61～H11 H16 ③干拓地等農地整備 

巨 勢 155.7 S63～H11 H14 ③干拓地等農地整備 

兵 庫 南 部 160.1 H1～H12 H17 ③干拓地等農地整備 

川 副 北 部 226.7 S60～H10 H14 ③干拓地等農地整備 

川 副 東 部 116.4 S59～H5 H14 ③干拓地等農地整備 

川 副 中 部 232.0 S59～H10 H14 ③干拓地等農地整備 

川 副 西 部 376.1 S51～H2 H3 ③干拓地等農地整備 

東与賀（北部） 571.4 S46～S60 S61 ③干拓地等農地整備 

兵 庫 西 部 124.7 H5～H13 H19 ④農地還元資源 

合  計  7,954.10      
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(3) 経営体育成基盤整備事業 １－４ 

ほ場整備事業にかわる平成 15 年度からの事業で、効率的かつ安定的な経営体が農業生産の

相当部分を担う農業構造を確立する為必要となる生産基盤及び生活環境の整備を経営体の育成

を図りながら一体的に実施することにより、高生産性農業の展開が見込まれる大規模水田地域

の整備を着実に推進するとともに、優良農地を将来にわたり適切に維持・保全することで、食

料自給率の向上、農業の多面的機能の十分な発揮に資することを目的とする。 

① 地域 大授搦・大搦地区 

ア 事業申請 平成 18 年度に受益面積 329ha で申請（集積型） 

イ 総事業費 15 億円 

ウ 工期  平成 18 年度～平成 26 年度 

② 地域 蓮池地区 

ア 事業申請 平成 20 年度に受益面積 147ha で申請（旧一般型） 

イ 総事業費 9 億円 

ウ 工期  平成 20 年度～平成 25 年度 

③ 地域 鍋島東地区 

ア 事業申請 平成 24 年度に受益面積約 67.0ha で申請（面的集積型） 

イ 総事業費 17.3 億円 

ウ 工期  平成 24 年度～令和 5 年度 

④ 地域 鍋島本村地区 

ア 事業申請 平成 25 年度に受益面積 41.9ha で申請（面的集積型） 

イ 総事業費 12.9 億円 

ウ 工期  平成 26 年度～令和 7 年度 

⑤ 地域 高木瀬地区 

 ア 事業申請    平成 27 年度に受益面積 77.0ha で申請（面的集積型） 

 イ 総事業費    30.7 億円  

 ウ 工期       平成 28 年度～令和 9 年度 

⑥ 地域 久保田地区 

ア 事業申請   令和 3 年度に受益面積 850ha で申請（面的集積型） 

イ 総事業費   40 億円 

ウ 工期     令和 3 年度～令和 12 年度 

 

〇負担割合（集積型） 国 50％ 県 32.5％ 市 8.75％ 農家  8.75％ 

    （旧一般型） 国 50％ 県 27.5％ 市 11.25％ 農家 11.25％ 

    （面的集積型） 国 50％ 県 25％  市 12.5％ 農家 12.5％ 

※ 集積型は佐賀県独自の要件を定めたもの 

 

(4) 農道整備事業 １－４ 

ほ場整備を実施し、農道が砂利道であるため農作物等の運搬に支障を来している地区におい

て、農道整備事業（舗装）をすることにより、荷傷み防止等の営農条件及び生産効果を高め、

畑作導入を容易にし、農地の高度利用を促進し、農業経営の安定を図るため地区内の支線農道

について、アスファルト舗装を実施し、農道の整備を行う。 
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  ○ 令和 6 年度事業費 10,046 千円 

 

(5) 農地耕作条件改善事業（県事業名：基盤整備促進事業）１－４ 

  農地中間管理事業の重点実施区域等において、農地中間管理機構による担い手への農地集

積を推進し、地域のニーズに応じた基盤整備による耕作条件の改善や、高収益作物への転換

を図る。 

○事業主体 市  

○事業期間 最長 3 年間 

○事 業 費 令和 6 年度 98,444 千円 

○工事概要 農用地の保全（湧水処理）、区画整理、農作業道、樹園地造成 など 

○補 助 率 （小規模整備型）    国 50％ 佐賀市 50％ 

      （さが園芸 888 推進型） 国 50％ 県 15％ 佐賀市 17.5％ 地元 17.5％ 

                 （国 55％ 県 15％ 佐賀市 15％ 地元 15％） 

（元気な中山間つくり型）国 55％ 県 15％ 佐賀市 21％ 地元 9％ 

 

(6) 集落基盤整備事業（農村振興総合整備事業） １－４ 

ほ場整備事業などで生産基盤整備がすでに行われた地域もしくは現在整備中の地域において、

集落内の水路や道路の整備を行い、生活環境を改善し、将来にわたって安心して豊かに暮らせ

る農村づくりを目指す。 

ア 平成 15 年度から 22 年度まで、佐賀中北部地区（金立町、久保泉町、兵庫町、巨勢町）

において事業実施済み。（補助対象事業費 15 億 8,700 万円） 

イ 平成 24 年度から令和 6 年度まで、佐賀地区（大和町、諸富町、川副町、東与賀町、嘉瀬

町、西与賀町、本庄町、北川副町、蓮池町）において事業実施中。 

（補助対象事業費 19 億 6,900 万円） 

ⅰ 平成 20 年度 佐賀市農村振興基本計画の策定 

ⅱ 平成 20 年度 佐賀市田園環境整備マスタープランの策定 

ⅲ 平成 22 年度 佐賀地区 農村振興総合整備事業実施計画の策定 

ⅳ 平成 24 年度 佐賀地区 集落基盤整備事業（農村振興総合整備事業）着手 

ⅴ 平成 29 年度 佐賀地区 集落基盤整備事業（農村振興総合整備事業）第 1 回計画変更 

ⅵ 令和 4 年度 佐賀地区 集落基盤整備事業（農村振興総合整備事業）第 2 回計画変更 

【事業計画】 

工  種 総 事 業 量 （ 箇 所 ） 

農 業 集 落 道 路 2,267ｍ（ 8 ） 

農 業 集 落 排 水 施 設 20,197ｍ（49） 

ウ 令和 8 年度より次期事業（高木瀬地区、鍋島地区、兵庫地区の 3 地区を含むエリア）を 

計画している。（補助対象事業費 約 5 億円） 

   ⅰ 令和 5 年度 佐賀市農村振興基本計画の改訂 

   ⅱ 令和 6 年度 事業計画策定 

   ⅲ 令和 7 年度 県協議・国申請 

   ⅳ 令和 8 年度～令和 12 年度 事業期間（予定） 
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     【事業計画】 

     農業集落排水施設 予定 L＝4,500ｍ（15 箇所） 

 

(7) 農地防災事業 １－４ 

① 国営総合農地防災事業<佐賀中部地区> 

ア 事業概要 

本地区の用水施設は、国営嘉瀬川農業水利事業で昭和 24 年から昭和 48 年に造成された

もので、現在では地域の地盤沈下を主な原因とした機能障害により末端までの配水に支障

をきたしており、また、都市開発の進展、有明海沿岸部における干潟の発達等を原因とし

た排水障害により湛水被害が拡大している。 

このため、本事業では用水施設の改修や排水施設の新設により通水・排水機能の回復を

図り、農地及び農業用施設を災害から護り、土地利用の高度化を実現し、農業経営の安定

と近代化を図っている。 

本事業の対象外となっていた川上頭首工の改修、機能低下の発生した用水路等の改修を

行うため、事業量、事業費、受益面積及び事業期間の見直しを行い、平成 9 年度に事業計

画の変更を行った。 

イ 事業内容 

ⅰ 地  域 佐賀市、小城市（佐賀土地改良区管内） 

ⅱ 受益面積 10,810ha 

ⅲ 総事業費 680 億円 

ⅳ 主要工事 頭首工  川上頭首工改修 

   用 水  大井手幹線水路 他 7 路線 改修延長 65.1ｋｍ 

   排 水  城西排水機場 他 11 機場及び付帯排水路 15.3ｋｍ 

ⅴ 工  期 平成 2 年度～平成 22 年度 

ⅵ 平成 22 年度をもって事業完了 

  平成 23 年度に事業費を償還 

※ 排水路、排水機場は佐賀市、頭首工、用水路は佐賀土地改良区で維持管理 

② 国営総合農地防災事業＜筑後川下流右岸地区＞ 

ア 事業概要 

クリークは農業用水の安定供給や、洪水時に雨水を一時貯留し地域を湛水被害から守る

など、重要な役割を有している。 

しかし、近年、法面の崩壊が著しく進行しており、今後、崩壊がさらに進行すれば、周

辺の農地や道路への被害が増大するほか、崩壊した土砂の堆積により、排水機能や洪水調

整機能が発揮できなくなり、広範囲で湛水被害が生じる恐れがある。 

このため、クリークの法面保護を行うことで、クリークが本来有する洪水調整機能を回

復し、安心、安全な農業や生活の環境づくりを図る。 

イ 事業内容 

ⅰ 地  域 佐賀市、小城市、神埼市、みやき町、吉野ヶ里町、上峰町（3 市 3 町） 

ⅱ 受益面積 10,822ha 

ⅲ 総事業費 584 億円 

ⅳ 主要工事 クリークの法面保護工 延長 173 ㎞ 
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ⅴ 工  期 平成 24 年度～令和 9 年度 

（うち佐賀市分） 

  受益面積  6,242ha 

    概算事業費 約 332 億円 

  延  長  約 100km 

    令和 5 年度末実績 72.1km(進捗率 72.1％) 

  令和 6 年度予定 約 6.4km 

 

  

 ③ 県営湛水防除事業（クリーク防災機能保全対策事業） 

ア 事業目的 

筑後川下流地域のクリークは、農業用水の貯水・送水の他、洪水の一時貯留や地域の排

水など公益的な機能を有しているが、近年では、都市化・混住化の進行に伴う水利機構の

変化により、クリークに対する洪水負荷が増大しており、クリークの法面崩壊及び湛水被

害が拡大している状況である。このため、地域の幹線的な水路等に、急激な水位変動を伴

う排水管理に耐えうるような護岸整備を行い洪水調整機能の保全・強化を図ることを目的

とする。 

 

イ 事業内容 

ⅰ 受益面積   約 8,060ha 

ⅱ 工  法   木柵工法（嘉瀬地区のみ張コンクリート工法） 

ⅲ 概算事業費  約 256 億円 

ⅳ 延  長   約 337km 

ⅴ 負担割合   国 55％、県 35％、地元 10％（市 5％、農家 5％） 

ⅵ 工  期   平成 24 年度～令和 11 年度 

  ウ 事業実施状況    

地区名 場 所 
総延長

（ｍ） 

R5 年度ま

での実績

（ｍ） 

進捗率

（％） 

R6 年度の

予定（ｍ） 

佐賀市東部 兵庫、巨勢 36,697 34,261 93.4% 380 

佐賀市南東部 北川副、諸富 17,490 17,304 98.9% 0 

佐賀市西部 久保田 12,984 12,984 100.0% 0 

佐賀市南部 城西、東与賀 76,951 59,180 76.9% 490 

大詫間 大詫間 24,448 24,307 99.4% 130 

川 副 川副、諸富 114,502 71,290 62.3% 1,200 

東与賀 大授搦、大搦 20,352 16,555 81.3% 375 

嘉 瀬 嘉瀬 33,871 2,503 7.4% 349 

合 計  337,295 238,384 70.7% 2,924 

④ 県営地盤沈下対策事業<佐賀中部地区> 
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ア 事業目的 

地盤の沈下に起因して生じた農地、農業用施設の機能低下に対し、その機能を従前の状

態に回復するために必要な農業用用排水路の新設、廃止又は変更等を行い、併せて災害の

未然防止を図ることにより農業経営の安定と国土保全に資する。 

イ 事業概要 

国営総合農地防災事業<佐賀中部地区>の付帯関連事業として、地区内末端 300ha 未満の

施設について本事業で実施する。 

ウ 事業内容 

ⅰ 地  域  佐賀市、小城市（佐賀土地改良区管内） 

ⅱ 受益面積  9,391ha 

ⅲ 総事業費  174 億円 

ⅳ 主要工事  用水 水路改修 26 ㎞ 

    排水 水路改修 31 ㎞、 排水機場 3 ヶ所 

ⅴ 工  期  平成 3 年度～令和 8 年度（完了予定） 

ⅵ 令和 5 年度末進捗率 83% 

ⅶ 令和 6 年度予算 173 百万円（予定） 

ⅷ 令和 6 年度事業計画  南川副線（用水路工 L=260ｍ）、芦刈 4 号排水路（用水路工  

L=50m）、水道管移設（芦刈 1 号排水路） 

⑤ 国営総合農地防災事業＜嘉瀬川上流地区＞ 

ア 事業概要 

基幹的な農業水利施設である北山ダムが近年、貯水池法面の崩壊が進行しているととも

に、洪水吐ゲートに一部変状が生じており、今後更なる機能低下が予想される。このため

本事業により北山ダムの機能を回復し、農業経営の安定を図る。 

ⅰ 総事業費 54 億円 

ⅱ 受益面積 9,431ha 

ⅲ 事業主体 佐賀土地改良区 

ⅳ 事業期間 平成 23 年度～令和元年度 

ⅴ 負担割合 国 70％ 県 30％ 

ⅵ 事業内容 北山ダム内の法面保護工、堆砂除去、ゲート・管理施設等の改修 

 

(8) 土地改良施設維持管理事業 １－４ 

① 土地改良区事業 

土地改良施設の機能の保持と耐用年数の確保に資するため、土地改良区が土地改良施設の  

維持管理を実施する場合に要する経費に対し、予算の範囲内において補助金を交付する｡  

ア 佐賀市土地改良施設維持管理適正化事業補助金 

イ 佐賀市土地改良施設維持管理事業補助金 

ウ 佐賀市ストックマネジメント事業補助金 

エ 佐賀市基盤整備促進事業補助金 

  

ア 維持管理適 

正化事業補 

助金 

イ 維持管理事 

業補助金 

ウ ストックマネ 

  ジメント事業 

補助金 

エ 佐賀市基盤 

整備促進事 

業補助金 
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対象 

国の土地改良施設

適正化事業に採択

された事業 

国の土地改良施設

適正化事業に採択

されない事業で 

国のストックマネ

ジメント事業に採

択された事業 

県の基盤整備促

進事業実施要綱

の暗渠排水型の

規定に基づく交

付金の交付対象

事業 
・事業費が 10 

万円以上 200 

万円未満 

・受益農家が２ 

戸以上 

○用水路    小規模の水路補修 ○暗渠排水 

            機械力で行なう堆積土砂の浚渫 

○樋門及び樋管 水門扉の塗装および補修 

            巻き上げ機の補修およびオーバーホール 

補助率 

○用水路            

事業費の 28％ 

○用水路            

事業費の 70％ 

○用水路            

土地改良区負担

の 24.5％ 

○暗渠排水            

事業費の

17.5％ 

○樋門及び樋管         

事業費の 36％ 

○樋門及び樋管         

事業費の 90％ 

○樋門及び樋管         

土地改良区負担

の 31.5％ 

Ｒ5 事業

(補助金) 

佐賀市土改区 

水路浚渫 

(1,540 千円) 

 

該当なし 諸富土改区 

制水門補修 

（1,733 千円） 

大詫間土改区 

制水門補修 

（1,060 千円） 

東与賀土地改良区 

制水門補修 

（2,176 千円） 

佐賀市土改区 

暗渠排水工事 

(5,198 千円) 

川副町土改区 

暗渠排水工事 

(6,095 千円) 

 

② 水利施設管理強化事業 

地域内の的確な用排水管理を行うため、国営造成施設及び国営附帯造成施設を管理する土

地改良区の管理体制の整備・強化を図る。 

対象となる土地改良区管内の市町村が受益面積割合に応じて補助金を負担し交付している。 

○ 事業対象経費  経常経費（施設管理費、施設費、整備補修費等）の 37.5%以内 

 佐 賀 土 地 改 良 区 佐賀東部土地改良区 

関 係 市 町 村 佐賀市外１市 佐賀市外１市 3 町 

佐 賀 市 負 担 割 合       78.96 %  30.59 ％ 

③ 基幹水利施設管理事業 

国営で整備された施設のうち基幹的な施設について、国・県からの補助を受け、管理を行

う。平成 20 年度より実施。 

ア 補助率  国 3/10・県 3/10・地元 4/10 

イ 実施基幹施設 国営徳永線・南里線（筑後川下流 1 地区・2 地区）・城原金立線  

ウ 実施施設 国営筑後川下流土地改良事業（徳永線・南里線排水機場） 

国営総合農地防災事業（嘉瀬・城西・東与賀第二戊申排水機場） 
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④ 基幹水利施設ストックマネジメント事業 

排水機場等の国営、県営土地改良事業により造成された農業水利施設を、機能診断に基づ

く機能保全対策工事を実施することにより、財政負担の低減及び対象施設の長寿命化を図る。 

ア 補助率  （県営）機能診断、機能保全計画の策定 国 50％・県 50％ 

   機能保全計画に基づく対策工事 国 50％・県 30％・市 20％ 

   ※ ダム、排水機場、排水樋門の場合 

イ 実施施設 川副西部排水機場（令和元年度まで） 

西新地排水機場（令和元年度まで） 

   丸目排水機場（令和 3 年度から実施） 

○ 佐賀東部 2 期地区 

昭和 52 年度から県営かんがい排水事業により現在までに用水を確保し、既存の用排水路

を整理統合しながら用排水の合理化を図ってきた。しかし、ゲート整備及び水管橋につい

ては事業開始から 30 年以上が経過し施設の老朽化が著しく補修・更新が必要な状況である。 

ⅰ 地域  佐賀東部地区（受益面積 5,440ha） 

   （佐賀県：佐賀市外 5 市町、福岡県：久留米市、大川市） 

ⅱ 総事業費 275,000 千円 

ⅲ 対象路線 徳富線、大堂線、曽根線、詫田線、浮島線 

ⅳ 主要工事 ゲート設備は扉体及び開閉装置の部品交換・補修等 

   水管橋は本管及び弁類の部品交換・補修等 

 ⅴ 工期       令和 2 年度～令和 7 年度 

⑤ 水路浚渫事業費補助金 

佐賀市内（市街化区域を除く）において、農業用水路の用水及び排水を円滑にし、生産力

の増強を図る目的で、各生産組合を単位として実施されている水路の浚渫作業に対し、補助

を行う。 

ア 補助率 人力作業（20%以内）・機械作業（70%以内） 

イ 予算額 1,425 千円（予算の範囲内で交付） 

 

(9) 災害復旧事業 １－４ 

豪雨、台風等災害による農地、農業用施設の被害箇所のうち、被害査定額 40 万円以上及び

１か所工事範囲 150ｍ以内について復旧工事を行う。 

○ 補助率  施設  国 65%・地元 35%（市 35％・地元 0％） 

   農地  国 50%・地元 50%（市 35％・地元 15％） 

 

(10) 多面的機能支払事業（旧農地・水・環境保全向上事業） １－４ 

農地や農道、水路などの農業生産基盤は、これまで受益者である農業者により保全管理さ

れてきた。しかし、農業者の高齢化、農地の担い手への集積による農家の減少、また混住化

などで十分な保全管理が困難になっている。このため保全管理を農業者だけでなく、地域住

民、自治会などの団体が幅広く参加し共同して保全管理を行い、将来にわたり農業農村の基

盤を維持し、環境の向上を図る。 

① 事業内容（多面） 

ア 地  域 佐賀市全域 
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イ 活動組織 農地維持支払        49 組織 

資源向上支払（共同活動）  39 組織 

資源向上支払（長寿命化）  45 組織 

ウ 対象面積    農地維持支払        8,187 ha 

資源向上支払（共同活動）  7,906 ha 

資源向上支払（長寿命化）  7,974 ha 

エ 事 業 費 令和 6 年度 677,675 千円（市負担 169,419 千円） 

オ 事業期間 令和 6 年度～令和 10 年度 

カ 負担割合 国 50％・県 25％・市 25％ 

② 事業内容（田んぼダム） 

田んぼダムとは、田んぼの排水口に切り欠きを開けた調整板を設置し、大雨時の水の流出

を抑制することで、田んぼがダムの役割を果たす。 

多くの地域で田んぼダムに取り組むことで、水路や河川の水位上昇を緩和し、下流域の洪

水被害を軽減する効果がある。 

ア 地  域 兵庫・巨勢・金立・久保泉全域 

イ 活動組織 17 組織（広域組織の 9 組織含む） 

ウ 対象面積    391 ha 

エ 事 業 費 令和 6 年度 11,732 千円（市負担 3,911 千円） 

オ 事業期間 令和 4 年度～令和 6 年度 

カ 負担割合 県 2,000 円/10a・市 1,000 円/10a 

 

(11) その他一般単独事業、起債事業 １－４ 

① 農業用施設新設改良、維持管理修繕工事及び原材料支給 

生産組合から申請のあった箇所について、市職員及び地元関係者立ち会いの上、工事査定を

行い新設･改良･維持･修繕の請負工事を行い、簡易で地元施工が可能な工事には原材料を支給す

る。 

○ 令和 6 年度事業費 委託料   20,911 千円 

工事請負  33,600 千円 

    原材料支給 10,510 千円 

② 排水機場等管理 

佐賀大学周辺を含む佐賀南西部地域の湛水排除を目的とし、洪水時における排水機場の運

転管理を行う。 

  ○ 令和 6 年度事業費 32,290 千円 

佐賀市管理農林関係排水機場 

 排水機場名 

竣工年 
形  式 

排水能力 
 排水機場名 

竣工年 
形  式 

排水能力 管 理 

受諾年 

管 理 

受諾年 

1 嘉  瀬 H13 横軸斜流 10 徳 永 線 H16 横軸斜流 
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（基幹水利施

設管理事業） 
H23 

φ1800*3 

7.3*3=22.0〔t/s〕 

（基幹水利施

設管理事業） 
H20 

φ1000*2 

2.5*2=5.0〔t/s〕 

2 

城  西 

（基幹水利施

設管理事業） 

H9 横軸斜流 

φ1650*3 

6.0*3=18.0〔t/s〕 

11 川副東部 
S59 立軸斜流 

φ800*3 

1.33*3=4.0〔t/s〕 H23 S60 

3 丸  目 

S56 横軸斜流 

φ1350*3 

3.3*3=10.0〔t/s〕 

12 

第 2 戊申 

（東与賀） 

（基幹水利施

設管理事業） 

H19 横軸斜流 

φ1500*3 

5.3*3=16.0〔t/s〕 S57 H23 

4 
得  仏 

（国交省） 

S59 立軸斜流 

φ700*2 

1.0*2=2.0〔t/s〕 

13 
久保田第 1 

（下新ケ江） 

H9 横軸斜流 

φ1200*2 

2.5*2=5.0〔t/s〕  H23 

5 
得  仏 

（県） 

H9 立軸斜流 

φ600*1 

0.8*1=0.8〔t/s〕 

14 
久保田第 1 

（西新地） 

S58 横軸斜流 

φ800*2 

1.5*2=3.0〔t/s〕   

6 川  上 
H12 横軸斜流 

φ1350*3 

3.7*3=11.0〔t/s〕 

15 
久保田第 2 

（江戸） 

H14 横軸斜流 

φ1000*1 

2.5*1=2.5〔t/s〕 H23 H23 

7 

南 里 線 

（基幹水利施

設管理事業） 

H13 横軸斜流 

φ1350*2 

4.0*2=8.0〔t/s〕 

16 
久保田第 2 

（干拓） 

S59 横軸斜流 

φ1000*2 

2.5*2=5.0〔t/s〕 H20 S60 

8 川副西部 
S57 φ1100*1+1200*2 

2.0+3.0*2=8.0

〔t/s〕 

17 福  富 
H13 横軸斜流 

φ800*2 

1.5*2=3.0〔t/s〕 S58 H13 

9 湾  道 

H21 立軸水中斜流 

φ400*2 

0.3*2=0.6〔t/s〕 

18 久留間 

H27 立軸斜流 

φ600*3 

0.83*3=2.5〔t/s〕 H23 H30 

③ 農村公園等維持管理 

集落内の生活環境の保全及び活性化を図るため、農村総合整備モデル事業や農村振興総合

整備事業により整備された施設の維持を行う。 

○ 農村公園施設の維持管理費 令和 6 年度 1,784 千円 

④ 横堤保存事業 

横堤は、神埼市神埼町との境から巨勢川までの延長 1,650ｍ（面積 6,777 ㎡）にわたる緑

地帯で、佐賀平野に残された貴重なグリーンベルト、生態系ネットワークの拠点、ふるさと

の現風景、歴史的遺産として保存を目的とした維持管理を行う。 

○ 事業費 令和 6 年度 1,584 千円（維持管理業務委託） 

⑤ 水草除去事業 

農業農村整備事業で造成された基幹的農業用用排水路の機能保全を図るとともに地域住民

の環境保全に対する意識の向上に資する。 

○ 事業費 令和 6 年度 5,298 千円 

⑥ 水草除去強化支援事業 

平成 25 年度から本格的に実施されているクリーク防災事業を契機に市内全域での水草除去
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を行い、有明海への水草の流出防止による海苔の品質向上及び特定外来種（ナガエツルノゲ

イトウ等）の新種の水草の初期段階での撲滅を図る。 

ア 事業対象 クリーク防災整備以外の市内全域の水路（約 370ｋｍ） 

イ 事業期間 平成 25 年度～令和 7 年度 

ウ 事業費  令和 6 年度 30,000 千円 

 ⑦ 水草対策浚渫事業 

   県営クリーク防災機能保全事業に取組まない路線を対象に、緊急浚渫推進事業を活用し

て、嘉瀬地区の農業用クリークの浚渫を行い、水路に繁茂するナガツルノゲイトウの水路

底に根付いた水草の根の撤去を行う。 

ア 事業対象 嘉瀬地区の農業用クリークの内、県営クリーク防災機能保全事業に取組ま

ない路線 

イ 事業期間 令和 3 年度～令和 6 年度 

ウ 事業費  令和 6 年度 14,700 千円 
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